我が国の野外教育振興の課題と青少年教育施設 by 星野,敏男
人文科学論藁
薦45輯
1997年i2月
我が国の野外教育振興の課題と青少年教育施設
星 野 敏 男
は じめに
平成8年7月 に文部省生涯学習局か ら 「青少年の野外教育の充実について」 とい う報告書がだされ、
我が国の政府関係の文書 に野外教育 とい う用語が初めて使用 された。野外教育 とい う用語はア メリカ
の教育界は もとより、我が国で もこれまで多 くの野外活動関係者や教 育 ・研究関係者 により使 われて
いた。 しか し、政府 関係の文書で使われたのはこれが最初 である。 また、平成9年 の6月 には 「自然 ・
体験 ・生 きる力」をテーマ とした全国会議 、「野外教育全国フォーラム」が文部省 と青少年の野外教育
推進全国会議実行委員会の主催で開催 された。 この会議 には、野外教育 にかかわる全国の行政、国立
青少年教育施設、民 間、学校教育関係者を問 わず多方面の参加 があった。民間の中にはボーイスカウ
ト、YMCAな ど、いわゆる青少年育成団体関係者の他 にも、アウ トドアス クールや冒険学校な ど個 人
で野外教育 を実施 している民間教育事業団体 も多数参加 した。 また、会議のオブザーバ ーとして、総
務庁、北海道開発庁、科学技術庁、環境庁、国土庁、厚生省、農林水産省(含 む林野庁)、運輸省、建
設省の各関係省庁の関係者が加わった。 さらに、この会議 に引き続 き、7月20日から8月19日までを
野外教育体験 月間 とすることにより、キャンプをは じめ とした さまざまな野外教育プログラムが全国
規模で展開 され、野外教育 という言葉 と共にその考 え方 も全 国的 に広 まりは じめた。
野外教育 にかかわるこの種の報告書や全国的な大会が開催 された ことは我が国では初めての ことで
あ り、今後 この野外教育の振興 を点か ら面へ と広 が りをもった全国的な運動へ と展開 してい くために
は、まだまだ課題 も多 く残 されている。
ここでは、先の報告書や今回の全国会議で掲 げられた我が国の野外教育の今後の振興課題を取 り上
げなが ら、青少年の野外教育活動の拠点 ともなっている全国の青少年教育施設のあ り方につい ておも
に検討 をすすめてみたい。
文中に、野外教育 と野外活動 とい う用語が頻繁に登場するが、 ここでは、野外活動 を、キャンプや
スキー、ハ イキング、カヌーなど身体運動を伴 う野外 で行われる活動 の総称とし、野外教育は、それ
らの他 に も、自然観察や地域研究な どの 自然 ・環境学 習活動や文化 ・芸術活動 などを含み、一定の教
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音目標 をもっておこなわれる総合的な自然体験活動の総称 としている。
1.野外教育の報告書に記載 された充実方策 と今後の課題について
報告書、「青少年の野外教育の充実について」は、文部省生涯学習局内に設置された 「青少年の野外
教育の振興に関する調査研究協力者会議」が中心 にな りまとめた ものである。委員は総勢11名で構成
され、中学校長、教育委員会社会教育諌、国立少年 自然の家所長等の教育 ・行政関係者ならびに、 日
本キャンプ協会、ボーイスカウ ト、YMCA、キープ協会、ジャパ ンアウトドアネットワーク等の民 間
団体代表者、それに野外教育 を専門 とする大学教員である。
この報告書では、野外教育 とは、「自然の中で組織的、計画的に、一定の教育目標 を持って行われる
自然体験活動の総称である。」 と定義 し、続けて、「青少年の野外教育は、青少年の知的、身体的、社
会的、情緒的成長、すなわち全人的成長を支援するための教育である'。」 としている。
また、野外教育の意義や効果 として、「教育として自然体験活動を捉える野外教育の充実は、中央教
育審議会第一次答申で指摘 されている青少年の 「生きる力」の育成 を図る上で極めで重要である。野
外教育 に期待 される成果と しては、野外教育が自然の中での体験 的活動をとお して行われるものであ
ることか ら、感性や知的好奇心 を育む、自然の理解を深める、創造性や向上心 ・物 を大切にする心 を
育てる、生 きぬ くための力を育 てる、自主性や強調性 ・社会性 を育てる、直接体験か ら学ぶ、自己 を
ト
発見 し余暇活動 の楽 しみ方を学ぶ、心身を リフレッシュ し健康 ・体力 を維持増進することが考えられ
る」 としている。
さらに、今後の野外教育の充実方策 として1以 下に要約 した6点 をあげている。
(1)野外教育振興の方向
「生きる力」は、青少年期において、学校で組織的、計画的に学習する一方、家庭における親子な ど
家族の触れ合い、地域社会における友達 との遊びや人々との交流などの様々な体験や活動 を通 じて、は
じめて身に付 くものであることから、青少年の体験不足 を補 う様 々な野外教育を今後 さらに振興する
ことが必要であ る。
(2)野外教育プログラムの充実 ・開発
野外活動プログラムの目標 を明確 にする とともに、長期的、継続的、段階的な野外教育プログラム
の機会 を提供す る必要がある。まだ、登校拒否やい じめ問題、環 境問題 など、青少年の現代的課題に
対応 したプログラムの開発 と、プログラム開発のための関係機関の有機的連携、学習教材の開発や指
導マニュアルの提示などが必要である。 さらに、学校教育における野外活動の充実に配慮することも
大切である。
(3>野外教育指導者の養成 ・確保
野外教育の専 門家を養成する体系的なシステムを構築 し、国立青少年教育施設において、大学や民
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間団体等の専門家の協力を得つつ、その養成事業 を実施することが必要である。
また、教員や教員養成課程の大学生に対 して、野外教育の活動体験や指導体験などの体験的活動の
推進が望まれる。 さらに、国立青少年教育施設における専門家の積極的な活用や、野外教育に携わる
ボランティアの養成 ・確保が必要である。
(4)野外教育の場の整備 ・充実
青少年の野外教育の場 という観点から、国や地方自治体で行われてきた造林 ・海岸整備事業等 との
連携が望まれる。また、野外教育の拠点として、青少年教育施設の充実を図ることが必要である。
また、国立青少年教育施設における野外教育 に関する情報提供 ・発信機能の充実 ・民間教育事業者
を含め、青少年の野外教育 に携わる関係者が一堂にに会 し、情報交換や交流を深める場 を設けること
も必要である。
(5)野外教育の安全確保 と安全教育
今後の野外教育事業の多様化、長期化、低年齢化等を配慮 し、これまで以上の安全対策の確立が必
要である。 しか し、その一方で、野外教育の重要な要素である冒険性や 自由性 を阻害 しないようにす
ることも大切である。 また、野外教育は、潜在的な危険に対 し、自らの安全 を確保するために、自分
で考 え、行動 し、判断する能力 を育成するためにも有効である。
(6)行政の支援 と調査研究の充実
文部省において、「青少年のための野外教育強調月間」などを提唱 し、野外教育に対す る国民の理解
:と積極的な参加を求めることが必要である。また、客観的な効果分析 ・評価研究、大学、青少年教育
施設、学校、民間団体等 との連携 による共同研究プ日ジェク トを設け、野外教育の効果等 について調
査研究するなど、野外教育に関する専門分野か らの調査研究の充実が必要である。
報告書本文ではこれらの項目が さらに細分化 され、11ペー ジにわた り、それぞれの充実方策が述べ
られている。たとえば、現代的課題に対応 した新 しいプログラムを開発するためには、野外教育に関
連する専門分野の置かれた大学と自然環境 を活かせる青少年教育施設、それに多 くの人材 を抱 える民
間団体等が加わり、それこそ官民一体 となった連携や民間の専門家の積極的活用が望まれること、あ
るいは、現場の学校教員はもとより、教員養成課程や教育実習等においても野外教育活動の実践体験 ・
指導体験 ・研修が是非 とも望 まれること、情報の提供 とネットワークの整備、安全対策、 さらには野
外教育に関する調査研究に対する行政の支援 など、これまでにない積極的な内容の報告書 となってい
る。文部省生涯学習局では、野外教育の振興 ・充実に向けて、国レベルか ら地方自治体、そして民間
団体に至るまでの全国的な野外教育推進事業 を展開すべ く、「青少年のための野外教育月間」の提唱や
「青少年の野外教室」や野外教育事業への補助事業の展開などに関す る概算要求を提出するなど、率先
してわが国の野外教育の振興に向けて動 き始めている。
しかしながら、この6項目の充実方策の内容のうち、特に青少年の野外教育のプログラムの開発や提
供、調査研究の不足、総合的な専門性 を持った指導者の不足、自然環境 の保全 と活用、野外教育の場
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の未活用、安全対策の不足などに対する充実方策は、いずれ もこれ まで現場で野外教育 を実践する多
くに人々に よって語 られ、指摘 され続 けて きた課題である。先の野外教育の全国会議 において も、
1行政、民間、学校 との連携2プ ログラム開発3指 導者の養成4野 外教育の対象5事 故 と安全
対策6野 外教育の研究 と評価7環 境の保全と野外教育活動の関係、が課題 としてあげられ討議 され
た。 これ らの課題は、いずれも、行政 も含め国全体で対応 していって初めて解決 してい くことが可能
な方策で もあるため早急 に実現することが困難な問題で もある。
2.野外活動の指導担当者の抱える問題
(1)野外活動 をめぐるさまざまな課題
図1は 「野外活動振興の諸課題」 として、現在の我が国における野外活動のさまざまな課題 を図示 し
たものである。具体的には、文部省主催の全国野外活動指導者研修会(平成7年 中平成9年)に 参加 し
た各都道府県の野外活動の指導担当者(3年間の参加者187名)がレポー トの中で野外活動振興の課題
としてあげた ものを筆者が内容別に分類 し整理 したものであ り、指導者が今実際の現場で直面 してい
る問題点を図にまとめた ものである。
施設の使いやす さ
規則 とサービス
事故と安全対策 野外活動振興の課題
指導者の養成
ボランティアの確保
PR広 報 予算
インフ ォメーシ ョン
高齢 者 障害者
フ ァミリー
行政と民間の学校の連携
(図1.野 外活動振興の諸課題1997星 野)
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レポー トの 中では、実 に さ まざまな課題、問題点が指摘 されてい たが、それ らを11のグルー プに分
け図示 してあ る。全体 と して は、施 設のあ り方や プロ グラム提 供の内容 とその評価、社 会のニーズへ
の対応 方法 、安全管理や環境問題へ の対応 、指導者養成 や専門性 の向上 を どうはかるか、の大 きな4つ
の側 面 に分 ける ことが で きよう。
図 に提示 されたそれ ぞれの課題の詳 しい内容分析は別 に譲る として、以下、 この図 に現 われたい く
つ かの主な課題 につい て、お もに青少年教育 施設のあ り方 とのかかわ りか ら論 じてみ たい。
とい うの は、 これ までの 日本の野外教育活動 が そうで あ ったよ うに、現在の 日本 にお いて も野外教
育活動が もっ とも盛 んに行 われているのが、全 国に1,300以上設置 されている国公立の青少年教育関係
施設 において であ り、 これ らの施設 における野外 教育活動 が今後 どの ように展 開 され てい くのかに よ
って、今後 の我が国の野外教 育の内容 と方向性が大 きく影響 を受け る と予 測 され るか らである。ま た、
現在 の青少 年教 育施設 のあ り方 を見直 し、その内容 を改 革改 善す ることによって先 に上げた多 くの課
題 もか な りの部分 解決 に向か うので はないか と考 えられ るか らであ る。
最近 では これ らの施設 が学 校やボ ーイスカ ウ ト等の青 少年育成団体 ばか りで な く家族 な ど一般人 に
も利用 開放 をすすめて いる ところが多いが、その こ と自体広 く国民 に知 られてい ないのが実状 である。
課題 レポー トの 中で も特 に指摘 され ているのが、全国各 地にある青少年教育施 設のあ り方 につ いてで
あ る。
(2)青少年教 育施 設 にか かわる近年 の動向
先 に示 した よ うに、野外教 育 とは、 自然 の中で組織的 、計 画的 に、一定の教 育 目標 を持 って行わ れ
る自然 体験 活動 の総称 で ある。
世 の中が これ ほ どの アウ トドアブ ームであ りなが ら、本 来良好 な 自然環境 を豊富 に有 してい るこれ
らの青 少年教 育施 設の利用率 があが らない最大 の要因は何 とい って もこれ ら施 設に対す る一般 国民の
イメージの悪 さであろ う。 これ らの多 くの施設 は、今 もって、古 くさい 、堅苦 しい、訓練的 とい った
多 くの マ イナス イメー ジで とらえ られてい るのが実状 であ る。現在 これ らの青少年教育施 設のあ りか
た に大 きな変 化が あ らわれ てい る。
1992年、妙高 高原に14番 目の国立少年 自然の家が設立 され、全 国的な国立少年 自然の家の整備事業
は完了 し、 それ以 降、国立少 年 自然の家 は もとよ り県立 ・市立 ・町立 の施設に至 るまで、今度 はこれ
らを実 際に どう運 用 してい くかが大 きな問題 ・課題 となって きてい る。
総務庁の 「社会教育施設 に関す る調査 結果に基づ く勧 告」(平成6年10月)で は、国立の青 少年教 育
施設 につい て、「…、今 日、青年の家(少 年 自然 の家)を 国が直接 に設置 ・運営する意 義は、単 に青 年
等(少 年)が 安価 に研 修等 に利 用で きる(自 然 に親 しむ等の 目的 で安価 に利用 で きる)宿 泊施設 を提
供 す る点だけ にあるので はな く、その事業運営 を通 じて青年(少 年)に 対 する社 会教 育全体(自 然教
室 等社会教育 全体)の 中で どの ような役割 を果 たすか、 また、 その役割 が実際 に実践 されてい るか に
係 って いる と考 え られ る。」 と述べ 、学校週5日 制 の拡大 や高齢化社 会へ の対応 、生涯学習の振 興の立
20 一 人 文 科 学 論 集一
場から 「…具体的な事業 ・運営内容の見直 し及び利用時間等の見直 しを行 う必要がある」 と指摘 して
いる。
文部省生涯学習局の 「国立青年の家 ・少年自然の家のあ り方に関する調査研究協力者会議(平成7年
7月)の報告書では、国立青年の家、少年自然の家が今後一 より魅力ある施設に生まれ変わる一ための
抜本的な改善方策として、① 青少年の自主性 を育てる、② 学社融合 をめざして、③ 地域の中核
として、の3点 をその基本的な方向 として提示 した。
また、生涯学習審議会の 「地域 における生涯学習機会の充実方策について」(平成8年4月)で は、
「・・地域住民の学習ニーズや青少年の学校外活動 をより豊かで充実 したものにするためにも施設のはた
すべ き役割は大 きい一」 とし、社会教育 ・文化 ・スポーツ施設の一層積極的な活用 とその施設間での
ネッ トワーク化 と相互の機能の広域的連携 ・協力体制 を整備することが望ましい。と答申きれており、
さまざまな方面から青少年教育施設のあ り方や運営の しかたについての見直 しが指摘 されている。
昨年出 された、中央教育審議会の答申においても、現代の青少年の 「生きる力」や 「ゆ とり」を養
うためにも社会教育の役割が大 きく、青少年の自然の中での直接体験生活体験が必要なことに触れて
いる。また、最初にあげた、生涯学習局の 「青少年の野外教育の充実について」の報告書でも、野外
教育の拠点 として、青少年教育施設の充実を図ることの必要性が述べ られている。
しか し、 この ような全国的な動 きのなかにあって、なお現在 も改革が進んでいない施設も多 く見受
け られるの実情である。以下、その改革の方向性 について検討する。
3.青少年教育施設の問題点 とその具体的改革の方向
(1)柔軟 な対 応
総務庁 の勧 告 の中で も指摘 されてい る ように、従来 わが国の青少年教 育施設 は国公立 を問わず 「安
価 な研修施設 」、言わ ば、安 かろ う悪か ろ う、 とい った イ メー ジが強 く、やや もすれ ば非常 に利 用 しに
くい 「堅苦 しい時代 遅 れ」の施 設 とい った固定観 念で とらえ られ る傾 向があ る。利用 しに くさの代 表
的 な要 因 として、入 所 手続 きの繁雑 さのほか 、入所 式や オ リエ ンテー シ ョン、食事 や入 浴 、起床 ・消
灯 等 の生活 日課 とその 内容 と対応 が固定 的で利 用者本位 に考 えられ てい ない点等 をあげ るこ とがで き
る。 さらに は、内部施設 の名称や生 活用語 の呼 び方 も今 なお 旧態依然 と した時代 にあわ ない呼 び方 を
している施 設 も多 く、 これ らも大 きなマ イナ ス イメー ジに結 び付 いてい る。
特 に宿 泊 を伴 う活 動 では、食事 や風 呂、ベ ッ ド、 シャワー、 トイ レな ど生活の基盤 となる生理 的な
欲 求の部分 で参 加者に満 足が得 られな い場合 が多 く、 これが原 因で野外活動 か ら遠 ざか ってい く者が
あ とを断 たな い。た とえば、 日本 の公共施設 で は、屋 外の キ ャンプ場 を利 用す る団体 は施設内 にある
風 呂や シャ ワーは一切利 用で きない とい う規 則の ある ところがほ とん どであ る。 また、 わが国で は管
理優 先のあ ま りか、 すば らしい施設 ほ ど参加 者が利 用 しに くい とい う、皮 肉な現 象 も生 じてい る。欧
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米な どでは、屋外 での活動が きつ い ものであれ ばあ るほ ど、 その アフターケアーが行 き届いてい るた
め、た とえ雨 が降ろ うと、思い切 った活動 を一 日中行 なうことが可能であ り、施設の利用時間帯 も参
加 者の意向に合わせ て柔軟 な対応が なされてい る。
施設 におけ る野外教 育活動 では、その利用者 に対 して野外活動 の楽 しさや 自然環境 に対す る考 え方
や、共同生活体験 の重 要性 な どについて納得のい くかた ちで伝 えて い くこ とが要 求され るが、 それ以
前 の問題 として参加者 に とって利用 しに くい施設や設備が まだまだ多す ぎるように思 われ る。教員や
指 導者 、子 どもな ど利 用者個 々のニーズ を分析 し、利用者の立場 に立 った 目での施設、業務、応対の
再点検 が望 まれる。 「安 いのが魅力」の時代 は終 わったと考 えるべであ ろう。
(2)プログラム開発
青少年教 育施設の中には各 施設の特色 を生 か した独 自のプ ログラムを開発 している ところがある。 し
か しなが ら、中には活動 プログラムの数が少数に限 られていた り、固定 的な活動 や、なかばマ ンネ リ
化 したプログ ラム も数 多 くみ られ、各 施設の特色 が活か されて ない もの も多 くその活動 内容 の見直 し
も求め られて いる。
図2は 、社会教育や民間 レベル、あるい は少数の学 校等で実施 されている教育キ ャンプを中心 とした
野外活動の現在の傾向 を簡単 に図示 した もの である。これまでわが 国で行 なわれて きた野外活動の型
や内容 を図中 の左側 に、そ してそれに対比す る形で右側 に社会教育 や民 間 レベ ルで行 われている最近
の傾向 をあげ てみ た。 これはその まま、今 も多 くの学校教育現場 で行 なわれ問題 とされている部分 と
今後の学校 キ ャンプに求め られている部分 との対比 と して置 き換 える ことも可 能である。 図か らもわ
かるよ うに、近年の野外活動の傾向は一言で 言 うな らば、定型か ら脱定型へ 、あるいは、学校 キャン
プ的 な活動 ・行事型か ら野外教育型へ という傾 向である とい うこ とが で きる。
(定型 → 脱定型)
集団 ・組織 → 個人 ・自主性
固定的活動 → 多様な活動
目的の暖昧 さ → 目的の明確化
いそがしさ → ゆとり
啓蒙 ・普及型 → 提言 ・提案型
環境破壊型 → 環境保全型
青少年 → 老若男女
夏期集中型 → 通年型
固定的概念 → 概念の白紙化
く活動 ・行事型 → 野外教育型)
(図2近 年の教育キ ャンプの傾向1995星 野)
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これ まで、わが国 で行 なわれ て きた野外活動 は、学校 教育 におい て も社 会教育現場 において も提供
され た単 一の活動 を集 団で一斉 に行 な うとい うこ とが多か った。 しか し、近年 この傾 向 に変化 があ ら
われ、参加 者の興味や 関心、主体性 を重 ん じ複 数の活動 を提供 しそれ を参加 者の側 が選ぶ といった選
択活動 方式 、あ るいは班 別で主体的 に活動の計 画 を企 画立案 し実行 に移す とい う試 み もな されて きて
い る。 また、これ まで の、はん こ う炊 飯 や登 山 、オ リエ ンテ ー リング、 キャ ンプ フ ァイヤ ー とい った
固定的 な活動 から、マ ウンテンバ イ クや カヌー、パ ラグラ イダー とい った新 しいア ウ トドアスポー ツ、
あ るい は地域 研究 やそ の土地 の文化体験 、勤労奉仕 、文芸 活動 な ど必ず しも身体 運動 的な側面 ばか り
でな く、地域 や文化 につ いて考え る活動 も用意 され るな ど、固定的 な活動 か ら多 様 な活動 内容が 目立
つ よ うにな って きてい る。
また 、施設 を訪れ る学校側 と して は、 これ までは、 とりあ えず現 地で実施可能 な固定 的活動 を先 に
決 め、 それ に対 して活動 の 目的 や 目標 を後か ら付 け加 える、あ るいは従来か ら行 なわれ て きた活動 内
容 とその指導 方法 をその まま踏 襲す る とい うこ とが多か ったため、 やや もす る と本当の 目的やね らい
が何 なのか暖 昧であ った ようにみ うけ られた。 しか し、 ここに きて活動 の 目的や ね らい を先に しっか
りと吟味 し、それ にあわせ た活動 を組 み込んでい くとい う本来の形が とられる よ うにな りつ つあ る。野
外活動 の 目的 には、参加 す る個 人に対 して、 自分 との関係、仲 間や他 人 との関係 、そ して 自然 との関
係 につ いての認 識の拡 大、改善 とい う大 きな3本 の柱 があるが、短期 間で これ らすべ ての 目的 を達成す
るこ とは困難 な ことで もある。大切 なこ とは 目的や ね らい を最初 に決 め、次 にそ のね らい を具現 化す
るため には どの ような活動 をどの ような方法で実施 してい くかを具体的 に検討 してい くこ とであ る。夜
間登 山や野 宿 、長距 離ハ イキ ングな ど、個 人 との関係 に着 目 したチ ャ レンジ ・克服型 の活動 を中心 と
した 冒険教 育 、体験教 育型 プ ログラム、個 人 と仲間 との関係 を見 つめ直す イニ シアテ ィブゲームな ど
の協力 ・協 調型 プ ログラム、 さらには ネイチ ャーゲ ームな ど自然 に関す る教育 や 人間 と自然 との関係
を考 えなおす環境 教育型 プログラムな どはこの3つ の 目的 と関連 させ た新 しい傾向 の活動 プ ログラムの
代 表で ある。
期 間 につ いて も、これ まで の1泊 や2泊 とい う短期 間の 日程 を3泊4泊 に延 長 し、短期 間の 中で詰め
込み式に行なわれて きた活動にゆとりをもたせることにより、参加者の充実感や達成感 を十分満足 さ
せる内容にしていく傾向 もみ られる。これには、文部省が昭和59年度から推進 している学校教育にお
ける自然教室推進事業(原 則 どして5泊6日)や 同 じく昭和63年度から社会教育 において実施 してき
た10泊11日のフロンテ ィアアドベンチャー事業が大 きな影響を及ぼ しているもの と考 えられる。
この他、これまでは野外活動の普及、啓蒙のために活動体験自体を提供することが中心であったが、
最近では先の目的との関連であげたさまざまな新 しい活動プログラム等を通 して、個人 と集団、個人
と社会、人間 と自然環境などについて考える機会を提供する言わば提言、提案型が増えてきている。特
に、近年大きな社会問題 ともなっている環境問題は自然環境の中で行なうことの多い野外活動にとっ
ては直接的な関連問題であ り、活動 プログラムの中に環境教育的な活動を取 り上げることが多 くなっ
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てきている。また、学校以外では、これまで青少年が中心であった野外活動の対象が幼児から中高年
者、高齢者、さらには障害者や不登校児など文字通 り老若男女を対象 とする傾向がます ます広が りつ
つあ り、季節 も夏場ばか りでな く、日本の季節的特性を生か して四季折 々に行なわれるようになって
きた。
これ らの傾 向を見て くると、今わが国の野外活動現場では、キャンプや野外活動 といった概念の白
紙化あ るいは多様化が進 んでいるといえよう。これまでキャンプや野外活動 と言 えば人々の間ではあ
る一定のイメージを共有することが出来たが、現在では、それぞれの世代あるいは個々人の置かれた
職場環境、生活環境等で異なったイメージとして捉 えられているように思われる。
同 じことは自然教室や林間学校に もいえることである。学校の教員が考える自然教室や林間学校 と
民間の野外活動専門家、あるいは社会教育現場、さらには家庭の父母が考 える自然教室や林間学校 と
では大きな隔た りがで き始めている。時代 も変わればそこに生活するこどもたちの考 え方や生活環境
も、また、自然 との接 し方も当然変化 して くる。かつての林間学校 と現在の林間学校では、対象学年
がたとえ同 じでも、まった く違ったこどもたちを対象にしていると考えるべ きである。そのためには、
これまでの野外活動 に関する概念を一度白紙に戻 し新 しいプログラムのあ り方 について検討 しなお し
てみる必要があろう。
(3)施設職員のあ りかたについて
次にあげられるのがこれら青少年教育施設に勤務する施設職員のあ りかたについてである。
青少年教育施設の業務内容は、指導ス タッフによる指導及び助言であ るが、施設利用の大半 を占め
る受け入れ事業においては、 ともすると管理的 な指導に陥 りやす く;指導スタ ッフがその指導性 を充
分に発揮できない状況にある。活動プログラム等の提供 にさい しては、単にメニューを提供するだけ
ではな く相談機能を充実 し専門的なア ドヴァイスを行 う必要がある。指導スタ ッフが、 さまざまな改
革や新 しいプログラムの開発に取 り組むことを可能 とするため、指導に係わる業務以外 の雑務や施設
管理に係わる業務等の軽減を図 り、指導スタッフが指導に専念できるような環境 を整備することが求
められる。
また、施設側の指導体制の整備ばか りでな く、その施設を利用する団体の引率者、指導者に も施設
や宿泊施設に対する意識の改革を促す とともに、指導者への積極的な研修、地元地域住民のボランテ
ィア指導者を登用すること、また、主催事業に参加する青少年の中から将来の指導を担 う若いボラ ン
ティアリーダーを養成 してい くこと等が望まれ よう。 さらに、ボランテ ィアをいつでも受け入れ られ
るような宿泊施設を用意 してお くな ど施設側のボランティアの受け入れ、支援体制の整備 も今後は重
要となって くるであろう。
日本では各地 に社会教育施設があ り、そこで野外活動 を指導 した り、主催事業 として野外活動の講
習会を開催することも多い。その場合、その施設にひとりで も野外活動 や野外教育を専門 として学ん
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で きた職員がいれば、講習会の内容 もよりす ぐれたものを実施す ることが可能であろう。 しか し、現
実問題 として、ほとんどの場合、施設の主事 をはじめとした所員は、異動により赴任 した現職教員な
ど、野外活動の専門外の公務員が占める割合が多 くなってい るため、その都度、外部講師の指導 を仰
ぐことになる。アメリカなどでは、大学や大学院で野外活動や野外教育、環境教育などを専門に学ん
できたものは必ず とい っていいほど、各地の国立公園や野外教育センターにデ ィレクターや専門職員
と して就職する道が開けているし、 また、資格 をもった指導者がボランテ ィア として指導に携 わる場
が多 く確保 されている。 また、高校生で もキ ャンプの経験者はボランテ ィアとしてキャンプの指導に
たず さわ り、それが高校 での授業の単位 として認定 されたり、大学進学時に有利 に評価 された りもし
ている。
わが国の場合、野外活動のなんらかの指導資格を有 した者がその資格を用いて独立 したり、生活が
保証 される職業に就 くことは稀である。現在、野外活動の指導はその多 くがボランティアに頼 らざる
を得ない状況にある。もちろん、ボランティアの機会が増 えること自体は望 ましいことではあるが、さ
らに進 んで野外活動指導者のための費用 を各施設や団体が予算に組み込んでい くこと等 も必要なこと
となろう。質の高い指導者を養成することは重要なことであるが、その指導者がどんな形であれ活躍
で きる場 を整備、確保 してい くこともわが国にとっての大 きな課題 となっている。
(4)情報化への対応
情報化の進行が一段 と加速化 している現在、青少年教育施設においてもその対応が迫られている。21
世紀の青少年教育施設利用者のニーズに応えてい くためには、施設内でのインターネッ トの利用をは
じめ、環境教育や環境学習の効果を高めるためにコンピュー タ機器の有効利用など、情報 ネッ トワー
クの整備 と施設のインテリジェン ト化 を進めてい くための整備が必要 となろう6
現在、これだけ多 くの野外活動種 目とそれを普及すべ き団体があ りながら、い ざ、参加者の側が、い
つ、 どこで、どのような団体がどのような内容の活動を行なっているのかという情報 を手 に入れよう
とした場合、どのようにすればこの情報が入手できるのか皆 目見当がつかない とい うのが実情である。
利用で きる施設は どこにあるのか、その設備の内容、交通アクセス、サービス内容、料金 などなど、参
加者の側からすれば知 りたい情報は山ほ どあるはずである。 しか し、実際にはそれぞれ個人が市販 さ
れている雑誌や新聞な どの限 られた情報で限 られた選択 を強いられることになる。 これだけの情報化
社会、コンピュー タ社会 にあ りなが ら、こと野外活動に関 してはその 「情報ネッ トワーク」の整備は
大幅に遅れている と言わざるを得 ない。21世紀に向けてさらなる野外活動の振興 をはかるのであれば、
各地域の公共機関やそれぞれの団体に問い合 わせればいつで も簡単に 日本の野外活動団体全般 に関す
る情報が手軽に入手で きるようなシステム化 された情報の整備が必要 となるであろう。
また、民間団体 も含めて、これまで多種多様 な団体が増 えて きた現在、「待 っているだけではお客は
来ない」 という団体の存亡にかかわるような極めて深刻な自体 も生 じてきている。特に民 間団体では
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料金に見合ったサービス と参加者のニーズにあったきめ細かなプログラムの提供を行い確実に顧客を
つかみはじめている。これまで、わが国の野外活動に関 しては学校教育や社会教育あるいは法人化 さ
れた団体が主催することが多く、参加費 も安いとい うこともあ り、敢えて自己PRをせず とも参加者は
集 まってきた。 しか し、その分 、やや もすると形骸化 した固定的な活動内容で魅力に欠ける面もあっ
たのではないか。21世紀の野外活動 は、たとえそれが公共機関が主催す るものであれ、参加者のニー
ズを分析 しサービス内容を整え、その うえでなおかつ積極的に自己PRしてい くという、「ビジネス と
しての視点」か ら野外活動 をとらえなお してい くことが要求されてくるであろう。
(5)環境 問題 への 対応
現 代 の若 者 に とって は、パ ラグ ライダー、マ ウ ンテ ンバ イク、 ウ イン ドサ ー フ ィン、ス キューバ ダ
イ ビ ング、ス ノーボ ー ド、 フ ィッシ ングな どが代表 的ア ウ ト ドア スポー ツであ り、 そ こでは もは や野
外 活動 とい う言葉 さえ もが彼 らに とっては古 めか しい もの とな りつつ あ る。多 くの野外 活動 関係者 に
とって 、空 を自由 に飛 び回 り、海 底 を自由に泳 ぎ回 り、 さ らには野 山をバ イクや 自転車 で 自由 に乗 り
回す こ とがで きる時 代 が来 るこ とは予想 もで きなか った こ とに違 いない。 この傾 向 は今 後 も続 き、 さ
らに予想 も しない多種多 様 な活動 が さらに生み出 されて い くもの と思 われ る。 時代 はすで に、野外 活
動 の啓 蒙の時代 か らア ウ トドア多様 化 の時代 へ と確 実 に移行 しつ つある。 しか しなが ら、 時代 が 変わ
って しまったか ら、 あるい は変 わ ったか らこそ考 えてお か なけれ ばな らない問 題 もある。
野外活 動が盛 ん に行 なわれ るよ うにな った1970年代 か ら1980年代 にか けて、その社 会的 な普 及要
因 と しては、都市化 と自然の減少 、経 済的 なゆ と りと余暇時 間の増加 、交通 ・サー ビス機 関 の発達 、用
具 ・用 品の改 良、週 休 二 日制 の導入 な どの他 、生活 空 間の都市化 とそれ に伴 うス トレス社 会の出現 な
どがあ げ られた。 これに対 し、近年の ア ウ トドアブームの要 因 としては、少子化 と高齢化 社会 の出現 、
バ ブル経 済の破綻 、学 校週5日 制 の実施、ア ウ トドア情報 量の増加 、自然 の商品化、等 をあ げる ことが
で きる。特 に 「自然の商 品化」 は現在 の アウ トドアブ ームに大 きな影響 を及 ぼ してい る と考 え られ る。
バ ブル後の経済不況 の 自動車産業 界 にあ って、 自然 をイ メージ させ る4WD(4輪 駆 動)車 だ けは相 変
わ らず その売れ行 きを伸 ば して い った。 ビジネスに とって は今や 自然 も大切 な 「商 品」 と考 え られる。
また、人々 に とって も自然が 人間生活 に豊か さや うるおい を もた ら して くれるの だ と改 めて気づ き始
め た時代 とい うこ とがで きよう。
現代 社会 におい て 「自然」 や 「環境」 はあ らゆ る分野 にお けるキー ワー ドであ る。 オ リンピ ックで
さえ も環境問題 を抜 きには語 れ ない時代 となった今 、環 境保護 や環境 問題 に触 れず にその活動 だけ を
普及 、振 興 してい くことは とうて い許 され ない ことであ る。 ましてや、 その活 動基盤 を自然環 境 の中
に置 く野外活動 に とって は、やや もす るといたず らに環 境 を痛 め付 け る側 の立 場 に立 た され る恐 れ も
あ る。
野外活動 には他の スポーツ種 目が備 えてい る ような明確 な ルールがな く、活 動の内容や楽 しみ方 、自
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盛 との接 し方など活動の完結はすべて個人の判断 と創意工夫に委ね られる場合が多い。その意味では、
他者から管理 されない手作 りの活動 を楽 しむことがで きる 「自由さ」 とい う点に野外活動の最大の特
徴をあげることができる。現在、これほどまでに野外活動が行なわれ るようになったのは、あ まりに
も進み過ぎた今の管理社会からの無意識の脱出ととることも可能である。 しかし、野外活動の持つ こ
の 「自由さ」ゆえにさまざまな問題 も生じつっある。「自由さ」と 「わがまま」を履 き違 えるがために
各地で生 じている トラブルや、環境破壊 とゴミ問題、 さらには事故など多 くの問題が生 じている。
野外活動の責任はすべてそれを行な う当事者に委ね られる。野外活動の参加者人口が それほど多 く
なかった時代 には、参加者自身の日常生活の延長 としてのマナーや常識、良識 といった暗黙の了解事
項に基づいておればそれほど問題は生 じなかったが、 これほど多種多様な活動が出現 し、幼児から高
齢者まで国民全体がアウ トドアを楽 しむようになった現在では、個人の レベルでの 自己規制 に頼 るだ
けでは済まされない時代 になってきている。か といってすべての野外活動 をルール化 し管理 して しま
ったのでは野外活動の特徴の一つである自由 さが失われ、それはもやは野外活動 とは呼べ ないまった
く別な活動 となって しまう。
本来、野外活動 には参加者がその活動 を通 して自然環境の大切 さを直接身をもって体験 した り、理
解で きるとい う利点がある。青少年教育施設が提供する活動のなかに多 くの環境教育プログラムを織
り込 むなど、 自然環境 を有効に利用 しなが ら、積極的に自然環境の維持や保護を進めてい く推進母体
となることも青少年教育施設には求め られている。
まとめ
ことでは、現在の我が国の野外教育 をめ ぐる動向 と野外教育のさまざまな問題点、今後の課題等に
ついて、お もに青少年教育施設 とのかかわりか ら検討をすすめた。最初に述べたように、現在の 日本
には、国公立の青少年教育関係施設が全国に1,300以上設置 されてお り、これらの施設のあ り方を見直
し、その内容 を改革改善することによって先に挙げた多 くの課題 もかなりの部分解決に向かうととも
に施設におけ る野外教育活動が今後 どの ように展開されていくのかによって、今後の我が国の野外教
育の内容 と方向性が大 きく影響 を受けると予測 される。野外教育の振興 に関 しては、ここで取 り上げ
た施設の問題以外に も、現在の指導者養成のあり方や野外教育の研究 と評価方法、新 しいタイプの事
故 と安全対策の問題等、検討すべ き課題はまだ数多 く残 されている。これ らについての詳細 な分析 と
検討 については、別 な機会に譲ることとする。
付記;こ のたび定年退職されました黒田信寛教授には、筆者が1978年助手 として赴任 して以来、20年
近 く指導教授 として公私に渡 りお世話になりました。この場 をお借 りしてお礼 と感謝の意を表 したい
と思い ます。
